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Ⅰ . １. 研究の背景
　教育の場面における情報通信技術（Information and Communication Technology：以下
ICT）の活用は「教育実践を支援するための ICT 活用」と「校務を効率的に処理するための ICT 活用」
の両面から導入が進められてきた１) ２)。

























タ 1 台当たりの児童生徒数は目標値 3.6 人 / 台に対し平均値 5.6 人 / 台、普通教室の無線 LAN 整備
率 34.4%（有線 LAN を含む校内 LAN 整備率 90.2％）、教員の校務用コンピュータの整備率（教
員数に対する校務用コンピュータの充足率）は 120.0％、校務支援システム整備率 83.4％、統合型
校務支援システム整備率 52.7％と整備が一層進んでいる（校務支援システム整備率のみ 29年調査１）
において提示されなくなったため 27 年調査２) による）。ここで「統合型校務支援システム」とは、
教務系（成績処理、出欠管理、時数管理等）、保健系（健康診断票、保健室来室管理等）、学籍系（指
導要録等）、学校事務系などを統合した機能を有するシステムを指す。この調査１) で教員の ICT 活
用指導力について教員個人に対し行ったチェックリストの回答結果では、教材研究・指導の準備・
評価などに ICT を活用する能力は 84.8％、授業中に ICT を活用して指導する能力は 76.5％、児童・
























する推進事業13) が平成 27 年度補正予算案において実施され、「保育所等における保育士の業務負
担軽減を図るため、負担となっている書類作成等の業務について、ICT 化推進のための保育シス
テムの購入に必要な費用を支援する」ことを目的として、保育所、幼保連携型認定こども園、地域
型保育事業の各事業の申請に対し、1 施設当たり 100 万円（負担割合：国 1/2、市町村 1/4、事業






も園に対しても文部科学省による「園務改善のための ICT 化支援」15) 事業が実施され、1 施設あた






















ての園とした。送付先内訳は幼稚園 167 園、保育所 327 園、こども園 64 園、その他保育事業所 3
園である。
(2) 調査時期：





























































　アンケートの結果、248 園より回答を得た。回答園の内訳は、幼稚園 78 園、保育所 116 園、こ




　園務の情報化については、回答のあった 248 園のうち 77 園 (31.0%) が統合型園務支援システム
を導入していた。個別のソフトウェアやサービスの利用により園務ごとに情報化を行っている園
が 147 園 (59.3%) であることから、合わせて 224 園 (90.3%) が園務を情報化していた。幼稚園で
は回答のあった 78 園のうち 21 園 (26.9%) が統合型園務支援システムを導入しており、個別に業
務を情報化している園が 48 園 (61.5%)、合わせて 69 園 (88.5%) が園務を情報化していた。森田

























り 5 園 (20.8%) の園がシステムは導入したくないとしている。しかし個別に情報化している園も
園務を情報化していない園もいずれも一番多くみられる意見は、統合型園務支援システムを導入す
べきかどうか「わからない」である。システムを導入していない園のうち 116 園 (67.8%) が「わ


















負担軽減効果を期待する意見が 20 園あった。「災害時の情報共有」を効果として挙げる意見も 1 園
あった。一方問題点としては「セキュリティの不安」「情報流出」などセキュリティ面を懸念する









A) 在籍園児管理・保安、園務②③④⑤を B) 保育活動に関する管理・記録、園務⑩⑪⑫を C) 情




























情報化を行っている 224 園の一園あたり情報化園務数は平均 4.5 でしかない。さらに統合型園務支
援システム導入園であるかどうかで情報化園務数を比較した時、システム未導入園の情報化園務数







　続いて保育実践における ICT 活用についての調査結果は図 3 となった。幼児期の情報機器を用





と答えた園は 16 園 (4.7%) と少なかったが、「②有用だと思うが時間がない」32 園 (9.4%)、「③
有用だと思うが機材が不足している」43 園 (12.6%)、「④有用だと思うが保育者の知識や技能が不
足している」41 園 (12.0%) と、保育実践への ICT 活用を有用だとしながら実施のための環境が不





保育実践に活用されている ICT 利用内容は「⑭保育者によるデジタルカメラの撮影」で、172 園
(69.4%)の園で行われていた。撮影内容としては、「⑪園児の活動・様子の撮影、画像データでの保存」
を行っている園が 107 園 (43.1%) あり、「⑩工作・絵など作品の撮影、画像データでの保存」を行っ




平の報告10) に比べ大きく減少している。2006 年度調査ではテレビ利用率が幼稚園 33.3％、保育所
45.5％であったのに対し今回調査では 20.6％であった。また市販ビデオや DVD の利用率が幼稚















情報機器を操作する形での ICT 利用は非常に少ない。図 4 から保育者が操作する形での ICT 利用
は③⑤⑦⑭⑯を合わせると全体で 233 園あるが、園児自身が情報機器を操作する形での ICT 利用

















が 4 分野の研修を合わせて 199 園 (20.1%) ある一方、「③実施の予定がないが必要」という意見が
471 園 (47.5%) と最も多かった。「大学などが実施する研修や情報交換会」に参加したいかどうか
については図 6 のように「③どちらともいえない」が 366 園 (36.9%) と最も多かったが、「①非常




　研修の内容については図 7 のように実際に実施している研修は (4) 保育者の情報モラルの講習・
研修会が 46 園 (18.5%) と最も多く、予定はないが必要である研修としても 147 園 (59.2%) と最
も多かった。「大学などが実施する研修や情報交換会」への参加についても図 8 のように (4) 情報
モラルの講習・研修会への参加希望が一番高く、「①非常に参加したい」「②まあ参加したい」がそ
れぞれ 31 園 (12.5%)、95 園 (38.3%) と高かった。情報モラルに関しては、Ⅲ .1.(2) の自由記述
のまとめで述べたように、保育者に対してだけでなく保護者に対しても必要であるとの意見もあっ
た。実際に前項Ⅲ .2. の ICT の保育実践に関する回答でも 19 園 (7.7%) が保護者向け情報モラル
講習を実施していた。
　それぞれの分野の研修が「④不要」であるとした園は (1) 情報機器・ソフトなどの操作、知識を
学ぶ研修が 55 園 (22.2%)、(2) 情報機器・ソフトなどの保育への実践・活用方法を学ぶ研修が 68
園 (27.4%)、(3) 文書、写真、園児データなどを保存・検索・利用するシステム利用に関する研修
が51園 (20.6%)、(4)保育者の情報モラルの研修が25園 (10.1%)であった。4分野の研修を全て「④
不要」であるとした園は 8 園 (3.2%) であった。この 8 園の内訳は園務支援システム導入園が 3 園、
園務個別情報化園が 4 園、情報化をしていない園が 1 園であった。




7 園の内訳は園務システム導入済園が 1 園、園務個別情報化園が 6 園であった。
　園務の情報化の状況と ICT関連の研修実施状況は先に挙げた図5の関係にある。研修について「③
実施の予定がないが必要である」という意見が最も多い傾向は園の情報化の状況によらないが、統
合型園務支援システム導入園では「①研修を行っている」が 44 園 (14.3%) と多く、研修を実施す
べきか否か「⑤わからない」という意見が 35 園 (11.4%) と少ない傾向にあった。統合型園務支援
システム導入園では、「情報機器・ソフトの操作」「保育者の情報モラル」に関する講習がシステム
導入時に導入業者によって実施されたとのコメントもあった。それに対し園務の情報化を行ってい
ない園では研修を実施すべきか否か「⑤わからない」という意見が 24 園 (25.0%) と多く研修の実
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